
３．社会福祉充実残額の算定と 

  社会福祉充実計画の策定について 
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【社会福祉充実財産
】 

 

 

【控除対象財産】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「社会福祉充実財産」の算定式 

○ 社会福祉充実財産については、貸借対照表等の財務諸表を用いて、全ての社会福祉法人が
公平かつ簡素に算定することができるよう、以下のとおり算定式を定める。 

【①活用可能な財産
】 

 
 

資産－負債－基本金 
－国庫補助金等特別積立

金 

②社会福祉法
に基づく事業
に活用してい
る不動産等 

③再取得に必
要な財産 

④必要な運転
資金 

 財産目録により特定した事業対象不動産等に係
る貸借対照表価額の合計額○円 － 対応基本金○円 
－ 国庫補助金等特別積立金○円 － 対応負債○円 

〈ア 将来の建替に必要な費用〉 
 （建物に係る減価償却累計額○円 × 建設単価
等上昇率） × 一般的な自己資金比率22％又は
建設時の自己資金比率（22％を上回る場合） 
 

〈イ 建替までの間の大規模修繕に必要な費用
〉 
 （建物に係る減価償却累計額○円 × 一般的な
大規模修繕費用割合30％） － 過去の大規模修
繕に係る実績額○円 
 

〈ウ 設備・車両等の更新に必要な費用〉 
 減価償却の対象となる建物以外の固定資産に
係る減価償却累計額の合計額○円 

 年間事業活動支出の３月分○円 

社会福祉充実計画を策定し
、原則５年間（最大10年間

）で既存事業や新規事業に
再投資 

※ 【計算の特例】上記にかかわらず、③＋④合計額が年間事業活動支出を下回る場合は、②＋年間事業活動支出を控除対象財産とすること
ができる。 

※ やむを得ない事由がある場合は、財産の全額を活用しない（概
ね1/2以上を活用）ことが可能。 

＝①-（②＋③＋④） 
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再投下対象財産（社会福祉充実財産）の使途について 

○ 再投下対象財産（社会福祉充実財産）は、法人が社会福祉充実計画を策定することにより、
その使途を「見える化」するものであり、法人の自主的な経営判断の下、収益事業を除き、例
えば以下のような様々な事業に柔軟に活用が可能である。 

【再投下対象財産】 

（社会福祉充実財産） 
【第１順位：社会福祉事業

】 

【第２順位：地域公益事業】 【第３順位：公益事業】 

【職員処遇の改善】 【既存建物の建替】 

【配食事業】 【単身高齢者の見守り】 【移動支援】 

【制度の狭間に対応す
る包括的な相談支援】 

【新たな人材の雇入れ】 

【ケアマネジメント事業】 

【介護人材の養成事業】 

 

① 既存事業の充実又は新規事業
の開設のいずれにも充てること
が可能。 

 

② 社会福祉充実財産に加え、控
除対象財産等を組み合わせて、
事業を実施することも可能。 

 

③ 社会福祉充実財産は毎年度見
直しを行い、当該財産額の変動
等に応じて使途の変更が可能。 

※ 地域公益事業は、支援が必要な者に対して
、無料又は低額で行う福祉サービスをいう
。 

※ 公益事業は、地域公益事業以外の公益事業
をいう。 

等 

等 等 

原則、社会福祉充実財産
の全額について、５年間で
計画的に再投資。ただし、
合理的な理由がある場合
は、計画期間を１０年まで

延長可能。 
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社会福祉充実計画の概要 

○ 社会福祉充実計画については、社会福祉充実財産が生じる場合に、法人が当該財産の再投下を進
めていく上で、地域住民等に対し、その使途を「見える化」するとともに、地域のニーズ等を踏まえた計
画的な再投下を促す観点から、策定するもの。 

事項 社会福祉充実計画のポイント 

計画の記載内容 

① 法人の基本情報 
② 社会福祉充実残額の推移 
③ 各年度における事業概要及び事業費 
④ 資金計画 
⑤ 事業の詳細 等 

計画の実施期間等 
原則５年で社会福祉充実財産の全額を再投下。 
これにより難い合理的な理由がある場合は、計画の実施期間を１０年まで延長可。 
また、実施期間の範囲で、事業の開始時期や終了時期、事業費は法人が任意に設定。 

計画に位置付けるべ
き事業の種類 

以下の順に、その実施を検討し、実施する事業の概要、事業費積算等を記載。 
① 社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業） 
② 地域公益事業（日常生活又は社会生活上の支援を必要する住民に対し、無料又は
低額な 料金で、その需要に応じた福祉サービスを提供する事業） 

③ ①及び②以外の公益事業 

計画の公表 
計画を策定し、所轄庁に承認を受けた場合等には、法人のホームページ等において公
表。 
また、当該計画による事業の実績についても、毎年度公表に努める。 4 



「社会福祉充実財産」の算定及び「社会福祉充実計画」のポイント 

①社会福祉充実財産の算定 

③地域協議会等からの意見聴
取 

（法第55条の2第6項） 

⑤評議員会の承認 

（法第55条の2第7項） 

⑥所轄庁への申請 

⑦計画に基づく事業実施 

（財産あり） （財産なし） 

社会福祉充実財産の算定結果の届出 

②社会福祉充実計画原案の作成 

④公認会計士・税理士等からの意見聴取 

（法第55条の2第5項） 

（地域公益事業を行う場合） （地域公益事業を行わない場合） 

【ポイント１】 
○ 社会福祉充実財産は、毎年度算定すること
が必要であり、一度算定した財産額が永続的
に固定されるものではない。 

 
【ポイント２】 
○ 控除対象財産は、社会福祉充実財産の算定
上の計算ルールであり、実際上又は会計上の
使途を限定するものではない。 

【ポイント６】 
○ 計画は、社会福祉充実財産の増減など状況の
変化に応じて、柔軟に変更が可能。 

【ポイント３】 
○ 計画の策定はあくまで社会福祉充実財産の
使途を「見える化」するために行うもの。 

○ 計画の内容は、地域の福祉ニーズを踏まえ
つつも、最終的には法人が自主的に判断。 

○ 社会福祉充実財産は、収益事業を除き、職
員処遇の改善や建物の建替など既存事業の充
実又は新規事業の展開など、多様な使途に活
用可能。 

 

【ポイント４】 
○ 計画は、原則、社会福祉充実財産の全額に
ついて、５年で活用。ただし、合理的な理由
がある場合には、計画期間の１０年までの延
長が可能。 

【ポイント５】 
○ 所轄庁は、法人の自主性を最大限尊重し、計
画が明らかに不合理な内容を伴うものでない限
り、承認する。 
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「社会福祉充実計画」の様式例 

平成○年度～平成○年度 社会福祉法人○○ 社会福祉充実計画 

 

 

１．基本的事項 

 

法人名  法人番号  

法人代表者氏名  

法人の主たる所在地  

連絡先  

地域住民その他の関係

者への意見聴取年月日 
 

公認会計士、税理士等

の意見聴取年月日 
 

評議員会の承認年月日  

会計年度別の社会福祉

充実残額の推移 

（単位：千円） 

残額総額 

（平成○年

度末現在） 

１か年度目 

（平成○年

度末現在） 

２か年度目 

（平成○年

度末現在） 

３か年度目 

（平成○年

度末現在） 

４か年度目 

（平成○年

度末現在） 

５か年度目 

（平成○年

度末現在） 

合計 

社会福祉

充実事業

未充当額 

 

 
       

 うち社会福祉充実

事業費（単位：千円） 
        

本計画の対象期間  

 

２．事業計画 

 

実施時期 事業名 事業種別 
既存・新

規の別 
事業概要 

施設整備

の有無 
事業費 

１か年 

度目 

      

      

小計  

２か年 

度目 

      

      

小計  

３か年 

度目 
      

 

 小計  

４か年 

度目 

      

      

小計  

５か年 

度目 

      

      

小計  

合計  

※ 欄が不足する場合は適宜追加すること。 

 

３．社会福祉充実残額の使途に関する検討結果 

 

検討順 検討結果 

① 社会福祉事業及び公益事

業（小規模事業） 
 

② 地域公益事業  

③ ①及び②以外の公益事業  

 

４．資金計画 

 

事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 合計 

 

計画の実施期間に

おける事業費合計 
      

財
源
構
成 

社会福祉充実

残額 
      

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       

※  本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「資金計画」を作成すること。 

 

５．事業の詳細 

 

事業名  

主な対象者  

想定される対象者数  
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事業の実施地域  

事業の実施時期 平成○年○月○日～平成○年○月○日 

事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の実施スケジュール 

1か年度目  

2か年度目  

3か年度目  

4か年度目  

5か年度目  

事業費積算 

（概算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計 ○○千円（うち社会福祉充実残額充当額○○千円） 

地域協議会等の意見と 

その反映状況 

 

 

 

 

 

※  本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「事業の詳細」を作成するこ

と。 

 

６．社会福祉充実残額の全額を活用しない又は計画の実施期間が５か年度を超える理由 
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公認会計士、税理士等への意見聴取による確認書 

公認会計士、税理士等への意見聴取による確認書 

 社会福祉充実計画の策定に当たって行われる公認会計士、税理士等への意見聴取については、社会
福祉法人の経営の自主性の尊重、法人負担軽減の観点から、公認会計士、税理士等は社会福祉充実
財産の算定過程を中心に確認を行い、確認書を作成するものとする。 

 

手 続 実 施 結 果 報 告 書 

 

 

平成  年  月  日 

社会福祉法人 ○○ 

理事長 ○○○○ 殿 

 

確認者の名称 印 

 

 

私は、社会福祉法人○○（以下「法人」という。）からの依頼に基づき、「平成○年度

～平成○年度社会福祉法人○○ 社会福祉充実計画」（以下「社会福祉充実計画」という。）

の承認申請に関連して、社会福祉法第 55 条の２第５項により、以下の手続を実施した。 

 

１．手続の目的 

私は、「社会福祉充実計画」に関して、本報告書の利用者が手続実施結果を以下の目

的で利用することを想定し、「実施した手続」に記載された手続を実施した。 

① 「社会福祉充実計画」における社会福祉充実残額が「社会福祉充実計画の承認等に

係る事務処理基準」（以下「事務処理基準」という。）に照らして算出されているか

どうかについて確かめること。 

② 「社会福祉充実計画」における事業費が、「社会福祉充実計画」において整合して

いるかどうかについて確かめること。 

 

 

２．実施した手続 

① 社会福祉充実残額算定シートにおける社会福祉法に基づく事業に活用している不動

産等に係る控除の有無の判定と事務処理基準を照合する。 

② 社会福祉充実残額算定シートにおける社会福祉法に基づく事業に活用している不動

産等について事務処理基準に従って再計算を行う。 

③ 社会福祉充実残額算定シートにおける再取得に必要な財産について事務処理基準に

従って再計算を行う。 

④ 社会福祉充実残額算定シートにおける必要な運転資金について事務処理基準に従っ

て再計算を行う。 

⑤ 社会福祉充実残額算定シートにおける社会福祉充実残額について、再計算を行った

上で、社会福祉充実計画における社会福祉充実残額と突合する。 

⑥ 社会福祉充実計画における１、２、４及び５に記載される事業費について再計算を

行う。 

 

 

３．手続の実施結果 

① ２の①について、社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等に係る控除対象

財産判定と事務処理基準は一致した。 

② ２の②について、社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等の再計算の結果

と一致した。 

③ ２の③について、再取得に必要な財産の再計算の結果と一致した。 

④ ２の④について、必要な運転資金の再計算の結果と一致した。 

⑤ ２の⑤について、社会福祉充実残額の再計算の結果と一致した。さらに、当該計算

結果と社会福祉充実計画における社会福祉充実残額は一致した。 

⑥ ２の⑥について、社会福祉充実計画における１、２、４及び５に記載される事業費

について再計算の結果と一致した。 

 

 

４．業務の特質 

上記手続は財務諸表に対する監査意見又はレビューの結論の報告を目的とした一般に

公正妥当と認められる監査の基準又はレビューの基準に準拠するものではない。したが

って、私は社会福祉充実計画の記載事項について、手続実施結果から導かれる結論の報

告も、また、保証の提供もしない。 

 

 

５．配付及び利用制限 

本報告書は法人の社会福祉充実計画の承認申請に関連して作成されたものであり、他

のいかなる目的にも使用してはならず、法人及びその他の実施結果の利用者以外に配付

又は利用されるべきものではない。 

（注）公認会計士又は監査法人が業務を実施する場合には、日本公認会計士協会監査・保

証実務委員会専門業務実務指針４４００「合意された手続業務に関する実務指針」を

参考として、表題を「合意された手続実施結果報告書」とするほか、本様式例の実施

者の肩書、表現・見出し等について、同実務指針の文例を参照して、適宜改変するこ

とができる。 

 

 

  以 上 
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【民生・児童委員】 

【自治会等住民代表】 

【保健医療関係者】 

【ボランティア関係者】 

【福祉関係者】 

【地域協議会における協議事項】 
① 地域の福祉課題に関すること 
② 地域に求められる福祉サービスの内容に関すること 

③ 社会福祉法人が取り組もうとしている地域公益事業に関する
意見 
④ 関係機関との連携に関すること 

地域協議会について 

地域協議会 

※ 既存の会議体を有効に活用 

【社会福祉法人】 

○ 社会福祉法人が社会福祉充実財産を活用して地域公益事業を行うに当たっては、その取組内
容に、地域の福祉ニーズを的確に反映するとともに、法人が円滑かつ公正に意見聴取を行える
ようにすることが必要であることから、各地域において「地域協議会」を整備していくことが
重要。 

【地域公益事業を内容とす
る社会福祉充実計画】 

【市町村社協】 

所轄庁は、法第55

条の２第８項の規定
を踏まえ、地域協議
会の体制を整備。 

【学識有識者】 

介護予防や障害者の地域移行、待機児童、生活困窮者の自立支援など、地域の福祉ニーズを反映 

【市町村福祉担当職員】 

※ さらに、 
 ① 地域公益事業の実施状況の確認、  

助言 
 ② 地域の関係者によるそれぞれの取

組・課題の共有 
 ③ 地域の関係者の連携の在り方 
 などに関する討議を定期的に行うこと
を通じて、地域のネットワークづくり
のツールとしても活用していくことが
望まれる。 

社協等への運営の委託可 

【所轄庁】 

地域の様々
な取組間の
連携強化 

地域に不足
する新たな
取組の創出 

地域課題の
顕在化、共

有 

【期待される効果】 
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４．地域における公益的な取組について 
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○ 平成２８年改正社会福祉法において、社会福祉法人の公益性・非営利性を踏まえ、法人の本旨から導かれる本来
の役割を明確化するため、「地域における公益的な取組」の実施に関する責務規定が創設された。 

 

 （参考）社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）（抄） 
  第２４条 （略） 
   ２ 社会福祉法人は、社会福祉事業及び第二十六条第一項に規定する公益事業を行うに当たっては、日常生活又

は社会生活上の支援を必要とする者に対して、無料又は低額な料金で、福祉サービスを積極的に提供するよう努
めなければならない。  

① 社会福祉事業又は公益事業を
行うに当たって提供される「福
祉サービス」であること 

② 「日常生活又は社会生活上の
支援を必要とする者」に対する
福祉サービスであること 

③ 無料又は低額な料金で提供されるこ
と 

○ 社会福祉法人の地域社会への貢献 

  ⇒ 各法人が創意工夫をこらした多様な「地域における公益的な取組」を推進 

地域において、少子高齢化・人口減少などを踏まえた福祉ニーズに対応するサービスが充実 

（在宅の単身高齢者や
障害者への見守りなど

） 

（生活困窮世帯の子どもに 

対する学習支援など） 

【社会福祉法人】 

（留意点） 
社会福祉と関
連のない事業
は該当しない 

（留意点） 
心身の状況や家
庭環境、経済的
な理由により支援
を要する者が対
象 

（留意点） 
法人の費用負担により、料金を徴収しない又は費
用を下回る料金を徴収して実施するもの 

地域における公益的な取組 

地域における公益的な取組を実施する責務 

11 



高齢者の住まい探しの
支援 

障害者の継続的な就
労の場の創出 

子育て交流広場の設
置 

複数法人の連携によ
る生活困窮者の自立
支援 

ふれあい食堂の開設 

地域が抱え
る課題 

加齢により転居を希望
する高齢者の存在 

商店街の閉鎖、障害
者の就労の場の確保 

子育てで孤立する母
親の存在 

雇用情勢の悪化によ
る生活困窮者の増加 

地域で孤立する住民
の増加 

対象者 
高齢者 障害者や高齢者 子育てに悩みを抱える

母親 
生活困窮者 社会的に孤立する者 

取組内容 

高齢者の転居ニーズと、
不動産業者のニーズ
をマッチングし、法人が
転居後も生活支援を
継続することにより、不
動産業者が安心して
高齢者に住まいを賃
貸できる環境づくりを
実施。 

行政や市場関係者の
協力を得て、スーパー
マーケットを開設すると
ともに、そこで障害者
等が継続的に就労。 

施設の地域交流ス
ペースを活用し、保育
士OBや民生委員等の
ボランティアと連携す
ることにより、子育てに
関する多様な相談支
援を行うとともに、近隣
の子どもに対する学習
支援を実施。 

複数の法人が拠出す
る資金を原資として、
緊急的な支援が必要
な生活困窮者に対し、
CSWによる相談支援と、
食料等の現物給付を
併せて実施。 

地域住民が気軽に集
える「ふれあい食堂」を
設置するとともに、管
理者として介護支援専
門員を配置し、相談支
援や地域の子育てマ
マと子どもの交流会、
ボランティアに対する
学習会などを実施。 

取組による
主な効果 

高齢者が地域で安心
して暮らせる環境の整
備、空き家問題の解
消 

障害者の就労促進、
「買い物難民」問題の
解消 

子育てママの孤立感
の解消、地域交流の
促進 

生活困窮者の自立促
進 

地域で孤立する住民
の孤独感の解消、住
民相互の支えあいによ
る取組の促進 

各地で取り組まれている「地域における公益的な取組」の実践事例 

○ 「地域における公益的な取組」については、地域の実情に応じて現に多様な取組が行われているが、例えば以下
のような取組事例がある。 （各法人の実際の取組事例から参照。） 
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改正社会福祉法第２４条第２項について 

○ 社会福祉法人は、税制優遇措置が講じられている公益性の高い法人として、社会福祉事業の中心的な担い手と
しての役割を果たすのみならず、他の事業主体では困難な福祉ニーズに対応することが求められる法人であり、こ
うした公益性・非営利性を備えた法人本来の在り方を徹底する観点から、この本旨を明確化し、責務として位置付け
たもの。 

 

○ 既に全国の社会福祉法人において実施されているものも多くあり、本責務規定の創設をもって、必ずしも新たな取
組の実施を義務付けるものではない。 

 

○ その取組内容は、法人の経営方針や地域の福祉ニーズに応じて様々であることが考えられるが、法２４条第２項
の規定に反しない限りは、法人の自主性に委ねられるべきものであることに留意が必要。 

 
 
 
 

地域における公益的な取組 

社会福祉事業 公益事業 

無料又は低額 無料又は低額 
（社会福祉法人利用者負担軽減事業等） 

無料又は低額以外 無料又は低額以外 

※ 事業性のないもの 

社会福祉法第２４条第２項 
 社会福祉法人は、社会福祉事業及び第26条第１項に
規定する公益事業を行うに当たっては、日常生活又は社
会生活上の支援を必要とする者に対して、無料又は低額
な料金で、福祉サービスを積極的に提供するよう努めな
ければならない。  

【地域の福祉ニーズ
】 

地域公益事業 

※ 取組の内容は新規・既存を問わない。 
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・ 監査要綱及び監査周期の見直し等に当たり、関係団体及び自治体の意見を
踏まえ検討。また、制度施行後も不断の見直しに向けた意見交換を実施。 

 

 

社会福祉法人に対する指導監督の見直しについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状と課題 見直しの方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

規制改革（H26.6.24閣議決
定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

附帯決議 

・ 所轄庁における指導・監督を強化するため、監
査のガイドラインや監査人材の育成プログラムを
策定することとし、その工程表を策定する。 

  (平成28年3月31日時点）措置済み 

・ 今後は工程表に基づき監査ガイドライン等を策
定する予定。 

 

・ 指導監督等の権限が都道府県から小規模な一
般市にも委譲されていることから、所轄庁に対し
適切な支援を行う。 

・ 指導監督に係る国の基準を一層明確化するこ
とで標準化を図ること。 

・ 監査事項に関して、具体的な確認内容や指導
監査の基準が示されていないことから、所轄庁の
指導が地域により異なる規制や必要以上に厳し
い規制（ローカルルール）が存在している。 

・ 地域の多様な福祉ニーズに対応していくために
は、法人の自主性・自律性を尊重する必要があ
る。 

・ 社会福祉法人の経営組織のガバナンスの強化
を図るため、会計監査人監査が導入されるが、
所轄庁監査との関係性を整理する必要がある。 

 

 

 社会福祉法人に対する指導監督については、ガバナンス強化等によ
る法人の自主性・自律性を前提とした上で、国の基準を明確化（ローカ
ルルールの是正）し、指導監査の効率化・重点化を図る。 

＜考え方＞ 

 

＜対応＞ 

 

②会計監査人監査導入に伴う行政監査の省略・重点化 

・ 指導監査要綱の見直しの際、会計監査人監査において確認する会計管理
に関する監査事項の重複部分を省略を可能とし、監査の重点化を図る。 

 

 

①指導監査要綱の見直し、監査ガイドラインの作成・周知 

・ 法令、通知で明確に定められた事項を原則とし、監査事項の整理・簡素化
を図る。併せて、監査の確認事項や指導監査の基準を明確化したガイドライ
ンを作成し、所轄庁へ通知するとともに法人にも周知を図る。 

 

 

③監査周期等の見直しによる重点化 

・ 前回の監査結果等を踏まえ、経営組織のガバナンスの強化等が図られて
いる等、良好と認められた法人に対する監査の実施周期を延長。一方、ガ
バナンス等に大きな問題があると認められる法人に対しては、毎年度監査
を実施するなど、指導監査の重点化を図る。 

 

 
④監査を担う人材の育成 

・ 社会福祉法人に対する指導監査が法定受託事務であることを踏まえ、監
査ガイドライン等により、所轄庁職員を育成するためのプログラムを作成し、
平成29年度より研修を実施する。 

 

 
指導監督の見直しに向けた団体、自治体との意見交換の

実施 
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＜基本方針＞ 

  社会福祉法人制度改革を踏まえ、社会福祉法人に対する指導監査については、指導監査要綱を
見直すと  

 ともに監査内容の標準化を図るための監査ガイドラインを作成し、所轄庁のみならず、法人にも周知
を図る。 
  ① 法令、通知で明確に定められた事項に関する監査を行うことを原則とする 

    ※ ローカルルール（地域によって異なる規制や必要以上に厳しい規制）の是正 

  ② 法人のガバナンスの強化や情報公開等による法人の自主的・自律的な運営を前提として、監
査事項の 
   整理、行政監査と会計監査人監査等との関係の明確化等を行う 
  
      

＜見直しの方針＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①指導監査要綱の見直し 

（指導監査実施要綱の制
定） 

・運営に大きな問題が認められない法人に対する監査の実施周期を延
長する。一方、運営に大きな問題があると認められる法人に対しては、必
要に応じて指導監査を実施する等、指導監査の重点化を図る。 

・行政監査と会計監査人監査等との関係を整理し、会計管理に関する事
項の省略を可能とする等、行政監査の重点化を図る。 
・指導監査の結果に基づいて行う法人への指導方法を整理する。 

②指導監査ガイドラインの
作成 
 
 
 

・抽象的な監査事項の明確化をするとともに、全国の所轄庁の監査内容
の標準化を図るため、監査事項毎に、法改正に関する内容を含めた「監
査事項の着眼点」等を記載し、「指摘基準」について整理する。 

・法人の指導監査を担当する自治体職員が、監査で確認すべき内容や
制度内容の理解を深めることができるものとする。 

 法人にも周知を図ることにより、所轄庁の監査結果について、法人との相互理解を深めることが可能となる。 

   また、法人の自主的・自律的な運営の下、それぞれの規模・特性に応じ、本監査要綱等を踏まえ、必要な内部規定等の策
定や自主 
  点検を実施し、法人自らが適正な運営と社会福祉事業の健全な経営の確保を図ることが期待される。 

指導監査要綱の見直し及び監査ガイドラインの作成・周知について 
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